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一　は じ め に
　Ａが，自己所有の甲土地をＢに贈与し，Ａが無資力であると，甲がＡの責
任財産から逸出することによって，Ａに対して債権を有するＣを害すること
となる。債権者Ｃは，詐害行為取消しの要件が満たされると，債務者Ａの行
った贈与契約の取消しを，裁判所に請求することができる（民法（1）424条）。
また，債権者Ｃは，甲を転得した者（転得者）に対する詐害行為取消しの要
件が満たされると，転得者に対しても，詐害行為取消請求をすることができ
る（民法424条の ５ ）。
　自己所有の財産を他人に無償で譲渡する方法としては，贈与の他に，遺贈
五八二
⑴　本稿は，「民法の一部を改正する法律」（平成26年法律第44号）および「民法及び家事
事件手続法の一部を改正する法律」（平成30年法律第72号）による改正後の民法を対象と
するものである。
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が考えられる。Ａが，自己所有の甲土地をＢに遺贈（特定遺贈）した場合に，
当該遺贈によってＡの債権者Ｃが害されることは，あり得るように思われる。
もっとも，遺贈（2）（遺言による処分）が詐害行為取消しの対象となるかどうか
について，必ずしも安定した理解が示されているとはいえない状況にある（3）。
　また，Ａの行為に基づいて，目的財産がＡの責任財産から逸出することに
よって，Ａの債権者が害されることは，Ａが信託を設定することによっても
起こり得る。信託法（4）は，民法の詐害行為取消しに関する規律に対する特則
を定めている（信託法11条）。すなわち，Ａが，自己所有の甲土地を当初信託
財産とする信託契約を受託者Ｄとの間で締結し，Ａが無資力であると，甲が
Ａの責任財産から逸出することによって，Ａの債権者Ｃを害することとなる。
債権者Ｃは，詐害信託取消しの要件が満たされると，受託者Ｄを被告として，
債務者Ａの行った信託契約の取消しを裁判所に請求することができ（同条 １
項），また，受託者から信託財産に属する財産の給付を受けた信託受益者（5）を
被告として，詐害行為取消請求をすることができる（同条 ４ 項）。
　信託には，信託契約によるもの，遺言によるもの，信託宣言によるものが
ある（信託法 ２ 条 １ 項・ ２ 項， ３ 条）が，詐害信託の取消しについての議論
は，信託契約による信託に集中しているという状況にある（6）。信託宣言によ
五八一
⑵　本稿では，遺贈一般に妥当する規律にも言及するものの，詐害行為取消しの対象とし
ては，特定遺贈を扱うこととする。包括受遺者は，相続人と同一の権利義務を有するこ
とから（民法660条），包括遺贈については，詐害行為取消しの要件は満たされないと考
えられるからである。
⑶　遺贈も詐害行為取消しの対象となり得ると明言するものとして，高木多喜男『口述 相
続法』（成文堂・1688年）310頁。遺贈についても詐害行為取消しができることを前提と
するものとして，潮見佳男『新債権総論Ⅰ』（信山社・2017年）766頁など。遺贈は詐害
行為取消しの対象とならないと明言するものとして，道垣内弘人『信託法』（有斐閣・
2017年）121頁。
⑷　本稿は，「民法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」
（平成26年法律第45号）による改正後の信託法を対象とするものである。
⑸　本稿では，詐害行為取消請求における受益者（詐害行為によって利益を受けた者）を，
単に「受益者」，これと区別するために，信託の受益者を「信託受益者」とする。
⑹　沖野眞已「詐害信託の取消し等における信託受益者の地位」能見善久他編『信託法制
の新時代』（弘文堂・2017年）66頁以下，山田誠一「詐害信託の取消しについて」『信託
及び財産管理運用制度における受託者及び管理者の責務及び権限』（トラスト未来フォー
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る信託については，委託者が債権者を害することを知って当該信託をしたと
きは（7），委託者に対する債権で信託前に生じたものを有する者は，詐害行為
取消しをすることなく，信託財産に属する財産に対し強制執行等をすること
が認められている（信託法23条 ２ 項）ことから，詐害行為取消しによる必要
性は小さいということができるものの（8），遺言による信託（遺言信託）につ
いては，そのような事情はない。Ａが，自己所有の甲土地を当初信託財産と
して，遺言によって信託を設定した場合に，当該遺言信託によってＣが害さ
れることは，あり得るように思われる。もっとも，先に指摘したとおり，そ
もそも遺言による処分が詐害行為取消しの対象となるかどうかについて，必
ずしも安定した理解が示されているとはいえない状況にある（6）。
　本稿は，遺言による処分を対象とする詐害行為取消しの規律内容について，
検討しようとするものである。以下では，まず，遺贈を対象とする詐害行為
取消しについて考察し，次に，遺言信託を対象とする詐害行為取消しについ
て，考察することとする。
五八〇
ラム・2016年）37頁以下，能見善久他編『信託法セミナー⑴』（有斐閣・2013年）116頁
以下など。
⑺　ただし，信託受益者が現に存する場合においては，当該信託受益者（当該信託受益者
の中に受益権を譲り受けた者がある場合にあっては，当該信託受益者及びその前に受益
権を譲り渡した全ての者）の全部が，信託受益者としての指定（信託行為の定めにより
又は第86条第 １ 項に規定する信託受益者指定権等の行使による信託受益者又は変更後の
信託受益者として指定されることをいう。）を受けたことを知った時（受益権を譲り受け
た者にあっては，受益権を譲り受けた時）において債権者を害することを知っていたと
きに限る（信託法23条 ３ 項・11条 １ 項但書）。
⑻　信託がされた時から ２ 年間を経過したときは，信託法23条 ２ 項に基づく強制執行等は
できなくなることから（同条 ４ 項），委託者の債権者は，信託財産を摑取するためには，
詐害信託の取消し（信託法11条 １ 項に基づく受託者を被告とする詐害行為取消し）に依
拠せざるを得ないこととなる。なお，信託受益者を被告とする詐害行為取消し（信託法
11条 ４ 項）は，信託宣言による信託についても，他の信託と同様に問題となる。
⑼　前掲注⑶参照。
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二　遺贈を対象とする詐害行為取消し
１ ．問題の所在
　詐害行為取消しの対象は，債務者が債権者を害することを知ってした財産
権を目的とする行為（民法424条 １ 項本文・ ２ 項）であることから，遺贈（遺
言による財産の処分行為［民法664条］）は，これにあたり得るということが
できる。そうであるにもかかわらず，遺贈は詐害行為取消しの対象とはなら
ないと明言する見解もある（10）。その根拠は明らかにされていないものの，次
のようなものが考えられる。すなわち，第一に，遺言者が死亡すると，遺言
者（被相続人）について相続が開始し（民法866条），遺言の効力が生じ（民
法685条 １ 項），その遺言に基づく遺贈の効力が生じるものの，その局面で，
相続債権者（被相続人の債権者）が自らの債権を回収するために基礎とする
ことができる方策が，他に用意されているということである（11）。そのような
他の方策で足りるならば，遺贈を対象とする詐害行為取消しを認める必要性
はないとも考えられるが，果たしてそうであるのかが，検討されるべきであ
る。また，第二に，遺贈が単独行為であり，また，行為時と効力発生時との
間にタイムラグがあるという性質を有することと，遺贈の効力発生時には遺
言者について相続が開始し，遺言者（被相続人）の責任財産とその相続人の
責任財産とが原則として混合するという相続の機構とが，詐害行為取消しの
一般的な要件と適合しないのではないかということである。民法（債権総論）
の教科書・体系書などにおいて，詐害行為取消しの対象となる「行為」とし
て，遺言ないし遺贈が明示されないのが一般的であるのは（12），このような理
⑽　道垣内・前掲注⑶121頁。
⑾　勝本正晃『債権総論（中巻之三）』（巌松堂・1636年）340頁は，「遺贈に就きては，法
律は特に債権者保護の規定を設くるを以て，債権者取消権を行使する必要が殆んどない」
と述べる。また，道垣内・前掲注⑶121頁は，「遺言による処分が詐害行為取消権の対象
とならない」と述べた後に，「もっとも，債権者詐害的な遺贈があるとき，被相続人に対
する債権者（相続債権者）は，財産分離を請求することができる（民641条）。このとき，
相続債権者は，受遺者に先立って弁済を受けるから（同647条 ３ 項→631条），対抗手段が
いちおうは存在するわけである」と述べる。
⑿　例えば，中田裕康『債権総論［第 ３ 版］』（岩波書店・2013年）242頁以下，潮見・前掲
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由によるものとも考えられる。以下では，第一の点，第二の点について，順
にみていくこととする。
２ ．相続債権者の依拠し得る他の方策
⑴　相続債権者の受遺者に対する優先ルールとその限界
　遺言者が死亡して，遺言の効力が生じ（民法685条 １ 項），その遺言に基づ
く遺贈の効力が生じて，そのままでは，相続債権者が十分な弁済を受けられ
ないこととなる可能性のあるいくつかの場合について，相続債権者は，受遺
者に先立って弁済を受けられる旨の規律が定められている（13）。
　すなわち，相続人は，相続によって得た財産の限度においてのみ被相続人
の債務及び遺贈を弁済すべきことを留保して，相続の承認（限定承認）をす
ることができ（民法622条），限定承認がなされると，限定承認者（14）は，「相
続債権者に弁済（15）をした後でなければ，受遺者に弁済をすることができな
い」（民法631条）（16）。また，相続債権者・受遺者（ただし，相続人は除外さ
注⑶761頁以下など。
⒀　相続財産破産についても，同趣旨の規律が定められている（「相続財産について破産手
続開始の決定があったときは，相続債権者の債権は，受遺者の債権に優先する」［破産法
231条 ２ 項］）が，これについては，本稿では立ち入らない。
⒁　相続人が数人ある場合には，「限定承認は，共同相続人の全員が共同してのみこれをす
ることができ」（民法623条），「家庭裁判所は，相続人の中から，相続財産の管理人を選
任しなければならない」（民法636条）。民法636条 １ 項の相続財産管理人は，相続人のた
めに，これに代わって，相続財産の管理および債務の弁済に必要な一切の行為をする権
限を有する（同条 ２ 項）。従って，これが選任された場合には，民法631条の「限定承認
者」は，「相続財産管理人」と読み替えることになる。なお，相続人が相続財産の管理を
適切に行うことができない場合には，利害関係人等の申立てによって，家庭裁判所が相
続財産の保存または管理に関する処分（相続財産管理人の選任など）をすることができ
るが（民法618条 ２ 項・ ３ 項），限定承認の場合に民法618条（636条 ３ 項により準用され
る626条 ２ 項により準用）の相続財産管理人が選任された場合，これが清算権限を有する
か否かが問題となる。谷口知平他編『新版注釈民法㉗［補訂版］』（有斐閣・2013年）565
頁［小室直人・浦野由起子］は，当該相続財産管理人は，もっぱら財産を管理する権限
だけを持つ（清算権限を有しない）とする。
⒂　特定遺贈の目的物が不動産である場合には所有権移転登記手続が，動産である場合に
は占有の移転が，ここでいう「弁済」にあたるものと解される（谷口他編・前掲注⒁582
頁［松原正明］）。
⒃　原田慶吉『日本民法典の史的素描』（創文社・1654年）246頁は，このような規律が，
「何人も，債務から解放されずして，出捐者たり得ず」（nemo liberalis nisi liberatus）
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れる。包括受遺者は相続人と同一の権利義務を有することから［民法660条］，
除外されるものと解される）は，家庭裁判所に対して，相続財産と相続人の
固有財産との分離（「第一種財産分離」と呼ばれる）を申し立てることが認め
られており（民法641条 １ 項），相続人の固有債権者は，家庭裁判所に対して，
相続財産と相続人の固有財産との分離（「第二種財産分離」と呼ばれる）を申
し立てることが認められている（民法650条 １ 項）（17）。財産分離がなされる
と，相続人（18）は，「相続債権者に弁済をした後でなければ，受遺者に弁済を
することができない」（民法647条 ３ 項・650条 ２ 項本文による631条の準用）。
さらに，相続人があることが明らかでないときは，相続財産は法人となり，
利害関係人等の申立てにより相続財産管理人が選任される（民法651条・652
条）。相続財産管理人は，「相続債権者に弁済をした後でなければ，受遺者に
弁済をすることができない」（民法657条 ２ 項による631条の準用）。
　これらは，いずれも，被相続人の責任財産（相続財産）とその相続人の責
任財産とが混合するという相続の原則的な効果を生じさせず，相続財産を清
というローマ法に起源を有する法格言に由来する旨を指摘する。
⒄　ある者が死亡し，相続が開始すると，その相続人は，原則として，被相続人の財産に
属した一切の権利義務を承継する（民法866条）。すなわち，原則として，相続債権者（被
相続人の債権者）も相続人の固有債権者も相続人の債権者となり，それらの債権は，相
続財産と相続人の固有財産とによって構成される相続人の財産に対して摑取力を有する
こととなる。このような相続財産と相続人の固有財産との混合は，相続財産の状態が良
好であり相続人が固有財産について債務超過であるような場合には，相続債権者・受遺
者にとって，相続財産が債務超過であり相続人の固有財産の状態が良好であるような場
合には，相続人の固有債権者にとって，債権回収上の不利益をもたらし得る。財産分離
（前者の場合には第一種財産分離，後者の場合には第二種財産分離）は，このような不
利益に対処するための制度である。もっとも，実際には，ほとんど利用されていないよ
うである（司法統計によると，「相続財産の分離に関する処分」は，平成27年度は，新規
受理 ２ 件のうち認容 １ 件，平成28年度は，新規受理 ３ 件のうち認容 ０ 件，平成26年度は，
新規受理 ２ 件のうち認容 １ 件である）。
⒅　財産分離の申立てがあったときは，家庭裁判所は，相続財産の管理について必要な処
分（相続財産管理人の選任など）をすることができる（民法643条 １ 項）。同条項の相続
財産管理人が選任された場合，これが清算権限を有するか否かが問題となる。我妻栄＝
立石芳枝『親族法・相続法』（日本評論社・1652年）525頁は，同条項の相続財産管理人
は，「相続財産を管理するだけで，その清算（換価及び弁済）をするものではないと解す
べきことは，限定承認の場合と同一である」と述べる。限定承認については，前掲注⒁
参照。
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算する制度である。これらにおいて，受遺者に対する弁済が，相続債権者に
対する弁済より後順位に置かれているのは，相続債権者は被相続人の財産状
態を考慮に入れて，多くは対価的に債権を取得したものであり，その権利は
相続開始前に既に確定しているのに対して，受遺者の多くは，被相続人の好
意に基づき一方的に権利を取得するものであり，その権利は相続開始後には
じめて確定するものであることや，両者を同順位にすると，被相続人が相続
債権者を詐害する目的で遺贈を行う可能性のあることを理由とするものと考
えられている（16）。
　確かに，これらの規律によって，相続債権者が受遺者よりも優先的に弁済
を受ける結果として，債権者詐害的な遺贈から保護されることはあり得るも
のの，これらによって相続債権者が救済される場面は，限定的である。まず，
第一に，これらの制度のうち，相続債権者が主導できるものは，限られてい
る。すなわち，これらのうち相続債権者が申立権者であるのは，第一種財産
分離（民法641条 １ 項）と，相続人不存在の場合の相続財産管理人の選任（民
法652条 １ 項。相続債権者は，「利害関係人」にあたる）だけである（20）。
　また，第二に，相続債権者が申立権者であるものであっても，当該制度を
利用できる場合は，限られている。すなわち，「家庭裁判所は，相続人がその
固有財産について債務超過の状態にあり又はそのような状態に陥るおそれが
あることなどから，相続財産と相続人の固有財産とが混合することによって
相続債権者等がその債権の全部又は一部の弁済を受けることが困難となるお
それがあると認められる場合に」第一種財産分離を命ずることができるとい
うのが，判例の見解である（21）。これを文言どおりに理解すると，例えば，「相
続人がその固有財産について債務超過の状態にあり又はそのような状態に陥
るおそれがある」とはいえないものの，債権者詐害的な遺贈がなされた結果
⒆　谷口知平編『注釈民法㉕』（有斐閣・1670年）418頁［岡垣学］。
⒇　限定承認をすることができるのは，相続人（共同相続の場合にはその全員が共同して
のみ）であり（民法622条・623条），第二種財産分離を申し立てることができるのは，相
続人の債権者（固有債権者）である（民法650条 １ 項）。
㉑　最決平成26年11月28日集民257号23頁。
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として，相続債権者が債権の弁済を受けることが困難であるという状況が，
相続財産と相続人の固有財産との混合によっても解消される見込みがないこ
とから，相続債権者が，受遺者に優先して弁済を受ける（民法647条 ３ 項によ
る631条の準用）ことを目指して第一種財産分離を申し立てることは，認めら
れないこととなりそうである（22）。また，相続債権者が民法652条 １ 項に基づ
く相続財産管理人の選任を申し立てることができるのは，「相続人のあること
が明らかでないとき」である（民法651条・652条 １ 項）。従って，例えば，債
権者詐害的な遺贈がなされた結果として，相続債権者が債権の弁済を受ける
ことが困難であるが，相続人は存在し，しかし無資力であるといった場合に，
相続債権者が，受遺者に優先して弁済を受ける（民法657条 ２ 項による631条
の準用）ことを目指して相続財産管理人の選任を申し立てることは，認めら
れない。
　さらに，第三に，これらの規律に違反して，受遺者に対して優先的な弁済
がなされた場合であっても，当該弁済は有効であり，原則として，相続債権
者と受遺者とは対抗関係に立つと考えられる（23）。すなわち，Ａが自己所有の
甲土地をＢに遺贈する旨の遺言をし，Ａが死亡すると，遺言の効力が生じ（民
法685条 １ 項），その遺言に基づく遺贈の効力が生じて，遺言者Ａから受遺者
㉒　宮本誠子「判批」民商154巻 ４ 号786頁は，このような場合にも家庭裁判所は第一種財
産分離を命ずることができてよいとする見解（岩藤美智子「判批」法教451号138頁）に
対して，「相続債権者と受遺者との競合は，包括承継に起因するものではなく，遺言の効
力発生によるものであろうから，財産分離の趣旨に適合すると言えるのかは疑問である。
受遺者が相続債権者に劣後すべき点に異論はないが，その方法を財産分離に求めてよい
かどうかは別途検討する必要があるかと思われる」と述べる。
㉓　谷口他編・前掲注⒁583頁［松原］。最判平成10年・後掲注㉛について，野山宏『最判
解民事篇平成10年度（上）』（法曹会・2001年）71頁以下は，限定承認者が，遺贈の目的
とされた特定の遺産につき，任意に受遺者に対抗要件を具備させた場合について，相続
債権者と受遺者とは対抗関係に立たず，受遺者への所有権移転登記に後れて差押登記を
した相続債権者も常に受遺者等に優先するという考え方（相続債権者優先説）と，相続
債権者と受遺者とは対抗関係に立ち，両者の優劣は受遺者への移転登記と相続債権者の
差押登記の先後によって決せられるという考え方（対抗問題説）とがあるとした上で，
「本判決は，相続債権者優先説を採用せず，対抗問題説の立場に立つことを前提として
いるのではないかと思われる」と述べる。財産分離がなされた場合や相続人不存在の場
合に，相続債権者の受遺者に対する優先ルールに違反した弁済がなされたときについて
も，同様の規律が妥当するものと考えられる。
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Ｂに甲の所有権が移転するが（24），受遺者Ｂが，遺贈による甲の所有権取得を
第三者に対抗するためには，対抗要件（25）を備える必要がある（民法177条）。
相続債権者Ｃは，ここでいう第三者にあたるものと解されることから（26），甲
について当該遺贈を原因とするＡからＢへの所有権移転登記がなされない間
は，相続債権者Ｃは甲を差し押さえることができ，Ｃが差押えをしたときは，
受遺者Ｂは，第三者であるＣに対して，当該遺贈に基づく甲の所有権取得を
対抗することができない（27）のに対して，甲について当該遺贈に基づく所有権
移転登記がなされると，遺言者Ａの債権者Ｃは，甲を差し押さえることはで
きないこととなる。このことは，当該遺贈に基づくＡからＢへの所有権移転
登記が，相続債権者の受遺者に対する優先ルールに違反して行われた場合で
あっても，同様であると考えられる。
⑵　対抗要件を備えた受遺者に対する相続債権者の保護（その １ ）
　⑴でみたように，相続債権者の受遺者に対する優先ルールに違反して，受
遺者に対して優先的な弁済がなされ，受遺者が対抗要件を具備した場合には，
相続債権者は，原則として，もはや当該財産を差し押さえることはできない
こととなる。このようなルールに違反して受遺者に弁済（不当な弁済）をし
た者（限定承認者など）は，不当な弁済をしたことによって相続債権者に弁
済をすることができなくなったときには，相続債権者が被った損害を賠償す
る責任を負う（28）。
㉔　大判大正 ５ 年11月 ８ 日民録22輯2078頁。
㉕　当該遺贈を原因とする遺言者から受遺者への所有権移転登記。遺言者の相続人と受遺
者との共同申請による（不登法60条・62条）。なお，遺言執行者がある場合には，遺言執
行者と受遺者との共同申請による（不登法60条）。
㉖　最判昭和36年 ３ 月 ６ 日民集18巻 ３ 号437頁。
㉗　このことは，遺言執行者がある場合にも同様である（民法1013条 ３ 項）。
㉘　限定承認者の責任（民法634条 １ 項後段），第一種財産分離における相続人の責任（民
法647条 ３ 項による643条の準用），第二種財産分離における相続人の責任（民法650条 ２
項本文による634条の準用），相続財産の管理人の責任（民法657条 ２ 項による634条の準
用）。これらは不法行為責任であると理解されている（谷口他編・前掲注⒁566頁［松
原］）。限定承認の場合については，さらに，そのような行為をした限定承認者は，単純
承認をしたものとみなされる可能性がある（民法621条 １ 号本文）。法定単純承認にあた
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　これとは別に，不当な弁済がなされた結果として弁済を受けることができ
なくなった相続債権者は，「情を知って」（26）不当に弁済を受けた受遺者に対し
て，求償をすることが認められている（30）。これによって相続債権者は，不当
な弁済の効力を失わせることはできないものの，不当な弁済を受けた受遺者
の財産を引当てとする債権を有することとなる。相続財産が清算される場合
には，遺言者の主観を問題とすることなしに，相続債権者を保護する方策が，
一応は用意されているということができる。
⑶　対抗要件を備えた受遺者に対する相続債権者の保護（その ２ ）
　⑴でみたように，例えば，Ａが自己所有の甲土地をＢに遺贈する旨の遺言
をし，Ａが死亡し，Ａの相続人が限定承認をしたものの，甲について，当該
遺贈を原因とするＡからＢへの所有権移転登記がなされた場合，受遺者Ｂは，
原則として，甲の所有権取得を遺言者Ａの債権者（相続債権者）Ｃに対抗す
ることができる。もっとも，受遺者Ｂが限定承認者でもある場合には，Ｂが
Ｃに対して当該遺贈による甲の所有権取得を対抗することは，認められるべ
きではないと考えられる。最高裁は，「不動産の死因贈与の受贈者が贈与者の
相続人である場合において，限定承認がなされたときは，死因贈与に基づく
る事由があれば，「相続債権者は，相続財産をもって弁済を受けることができなかった債
権額について，当該共同相続人に対し，その相続分に応じて権利を行使することができ
る」（民法637条）。
㉙　ここにいう「情を知って」とは，相続債権者の受遺者に対する優先ルールに違反した
弁済であることを認識していることで足りるとする見解（谷口編・前掲注⒆431頁［岡
垣］）と，それに加えて，自己の弁済受領によって相続債権者に対する弁済が不可能また
は不十分となることを認識していることを要するとする見解（谷口他編・前掲注⒁567頁
［松原］）とがある。
㉚　限定承認者から不当な弁済を受けた者の責任（民法634条 ２ 項），第一種財産分離の場
合に相続人から不当な弁済を受けた者の責任（民法647条 ３ 項による643条の準用），第二
種財産分離の場合に相続人から不当な弁済を受けた者の責任（民法650条 ２ 項本文による
634条の準用），相続財産の管理人から不当な弁済を受けた者の責任（民法657条 ２ 項によ
る634条の準用）。これらは不法行為責任であると理解されている（谷口他編・前掲注⒁
568頁［松原］）。なお，不当な弁済をした者（限定承認者など）と不当な弁済を受けた者
（受遺者など）とは，共同不法行為者として，連帯して責任を負う（民法716条 １ 項）も
のと解される。
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限定承認者への所有権移転登記が相続債権者による差押登記よりも先になさ
れたとしても，信義則に照らし，限定承認者は相続債権者に対して不動産の
所有権取得を対抗することができないというべきである」（31）と述べており，
このような考え方は，受遺者が限定承認者でもある場合にも妥当するものと
解されるからである（32）。
　同最判は，前掲の部分に続いて，「けだし，被相続人の財産は本来は限定承
認者によって相続債権者に対する弁済に充てられるべきものであることを考
慮すると，限定承認者が，相続債権者の存在を前提として自ら限定承認をし
ながら，贈与者の相続人としての登記義務者の地位と受贈者としての登記権
利者の地位を兼ねる者として自らに対する所有権移転登記手続をすることは
信義則上相当でないものというべきであり，また，もし仮に，限定承認者が，
相続債権者による差押登記に先立って所有権移転登記手続をすることにより
死因贈与の目的不動産の所有権取得を相続債権者に対抗することができるも
のとすれば，限定承認者は，右不動産以外の被相続人の財産の限度において
のみその債務を弁済すれば免責されるばかりか，右不動産の所有権をも取得
するという利益を受けることとなり，限定承認者と相続債権者との間の公平
を欠く結果となるからである」と述べる。
　「自ら限定承認をしながら……」という部分に着目すると，相続人である
受遺者は財産分離の申立権者ではないことから（33），財産分離では同様の状況
五七二
868
㉛　最判平成10年 ２ 月13日民集52巻 １ 号38頁。
㉜　野山・前掲注㉓76頁。なお，同最判は，相続債権者の受遺者に対する優先ルールを定
める民法631条（554条によって死因贈与に準用され得る）には言及していない。死因贈
与は，行為者の死亡によって効力が生じる点で遺贈と共通するものの，効力発生前の状
況は遺贈とは大きく異なるものがあり得る。例えば，負担付死因贈与で負担が既履行で
あることなどから撤回可能ではない死因贈与（最判昭和57年 ４ 月30日民集36巻 ４ 号763頁
参照）については，目的財産は，実質的には行為者（贈与者）の生前にその責任財産か
ら逸出しているととらえ，民法631条の規律は準用されない（受贈者は同条の相続債権者
にあたる）と解することもできるように思われる。
㉝　受遺者（特定受遺者）は，第一種財産分離の申立権者であるが（民法641条 １ 項），受
遺者が相続人である場合には，第一種財産分離の申立てをすることができない。分離を
して保有できた財産は，固有財産として自己の債権者に弁済しなければならず，財産分
離の実益がないからである。また，そもそも第二種財産分離の申立権者は，相続人の債
権者（固有債権者）である（民法650条 １ 項）。
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は生じないこととなる。もっとも，他の者の申立てによって財産分離がなさ
れ，受遺者でもある相続人が自らに対する所有権移転登記をするということ
はあり得ることから，このような場合に，相続債権者に対して不動産の所有
権取得を対抗することができるかは問題となる。限定承認とは異なって，財
産分離がなされても，相続債権者は，相続財産をもって弁済を受けることが
できなかった場合には，相続人の固有財産に対して権利行使することができ
るものの（民法648条前段・650条 ２ 項），相続人の固有債権者には劣後する
（民法648条後段・650条 ２ 項）。また，相続債権者に受遺者よりも優先して弁
済を受けさせる義務を負っている者が，そのような義務に違反して，受遺者
である自らに対する所有権移転登記手続をするという点では，受遺者が限定
承認者である場合と共通する（34）。そうすると，受遺者が相続人でもある事案
であって，財産分離がなされた場合についても，同最判の明らかにした規律
が妥当し得るものと解することができる。
　また，相続人不存在の場合に，受遺者は，相続財産管理人の選任を申し立
てることができる（民法652条 ２ 項。受遺者は，「利害関係人」にあたる）。も
っとも，相続財産管理人が，申立人や相続財産と利害関係を有する場合には，
適正な財産管理がなされないおそれがあることから，相続財産管理人には第
三者的地位にある者を選任するのが望ましいとされている（35）。これに従う
と，相続人不存在の場合に，受遺者が相続財産管理人として，自らに対する
所有権移転登記手続をするという状況は，一般的には生じないものというこ
㉞　（受遺者でもある）相続人は，相続債権者に受遺者よりも「優先して」弁済を受けさ
せる義務を負っており，この点で，例えば，不動産を二重譲渡した売主を買主の一人が
相続したような場合（当該買主は，他の買主に対して相続により承継した登記義務を負
うものの，それを優先させる義務までは負わないものと解される。これについては，道
垣内弘人「不動産の二重譲受人が譲渡人を相続した場合について」『不動産法の課題と展
望』［日本評論社・1660年］117頁以下参照）とは異なるものと考えられる。この点を強
調すると，相続債権者の受遺者に対する優先ルールが妥当しない死因贈与（前掲注㉜参
照）については，財産分離の局面では，同最判の明らかにした規律は妥当しないという
考え方もあり得えよう。
㉟　谷口他編・前掲注⒁660頁［金山正信・高橋朋子］，君野雅一他『家事事件手続法下に
おける書記官事務の運用に関する実証的研究』（司法協会・2017年）561頁以下。
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とができる。そして，相続債権者に受遺者よりも優先して弁済を受けさせる
義務を負っている者が，そのような義務に違反して，受遺者である自らに対
する所有権移転登記手続をすることを問題視するならば，相続財産管理人が
受遺者でなければ，たとえ，受遺者が相続放棄をし，その結果，相続人不存
在となった場合であっても，同最判の明らかにした規律は，妥当しないもの
と考えられる。これに対して，「自ら限定承認をしながら……」，すなわち，
相続債権者の債権の引当てとなる財産を相続財産に限定しておきながら，自
らの所有権取得について対抗要件を具備することを問題視するならば，相続
財産管理人が受遺者でなくても，受遺者が相続放棄をした者である場合（そ
の結果として，相続人不存在となった場合）には，同最判の明らかにした規
律が妥当し得ることとなるものと考えられる。
⑷　小　括
　相続財産の清算がなされる場合には，相続財産について，相続債権者が受
遺者に優先して弁済を受けられるというルールが定められているものの，相
続財産清算制度のうち，相続債権者が主導できるものは限られており，相続
債権者が申立権者であるものであっても，当該制度を利用できる場合は，限
られている。相続債権者を，債権者詐害的な遺贈から保護するためには，第
一種財産分離を，受遺者に優先して弁済を受けることを目指す相続債権者に
広く利用可能なものとすることが考えられる（36）。もっとも，現状では，第一
種財産分離は，そのような制度とはなっていないものということができる。
また，そもそも財産分離制度そのものが，ほとんど利用されていないという
状況にある（37）。
　相続債権者が，債権者詐害的な遺贈から保護されるべきであるという要請
は，相続財産の清算がなされる場合に限られないものであり，より一般的に，
相続債権者が主導できる方策として，遺贈を対象とする詐害行為取消しが認
㊱　岩藤・前掲注㉒138頁。
㊲　前掲注⒄参照。
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められる必要性はあるものと考える。
３ ．遺贈を対象とする詐害行為取消しの規律内容
⑴　詐害行為取消しの一般的な要件と遺贈を対象とする場合の問題点
　一般に，詐害行為取消請求が認められるための要件は，①被保全債権の存
在，②債権保全の必要性，③詐害行為，④受益者の悪意（38）である（民法424
条）。転得者に対する詐害行為取消請求が認められるためには，さらに，⑤転
得者の悪意（民法424条の ５ ）が要件となる。
　遺贈に関しては，相続債務を承継し遺贈義務を負う相続人が，遺贈義務を
履行する行為（例えば，遺言者Ａの相続人が，受遺者Ｂに対して，遺贈の目
的物である甲土地について所有権移転登記手続きをすること）を偏頗行為と
して，詐害行為取消しの対象とすることも考えられる（36）。もっとも，偏頗行
為については，債権者は，「その行為が，債務者が支払不能（債務者が，支払
能力を欠くために，その債務のうち弁済期にあるものにつき，一般的かつ継
続的に弁済することができない状態をいう……）の時に行われたものである
こと」，および，「その行為が，債務者と受益者とが通謀して他の債権者を害
する意図をもって行われたものであること」という要件（40）のいずれも満たす
場合に限り，詐害行為取消請求をすることができる（民法424条の ３ 第 １ 項）。
これは，責任財産の減少を伴わない債務の弁済行為について，原則として詐
害行為性を否定しつつ，加重された要件が満たされる場合に限り，例外的に
詐害行為取消請求を認めるものである。遺贈の無償性に着目するならば，詐
害行為取消しの要件（とりわけ，債務者・受益者の主観的要件）は緩和され
㊳　一般には，受益者の善意が，詐害行為取消請求の消極要件である（民法424条 １ 項但
書）。これに対して，特定の債権者に対する担保の提供等については，「債務者と受益者
とが通謀して他の債権者を害する意図をもって」行われたことは，詐害行為取消請求の
積極要件である（民法424条の ３ 第 １ 項 ２ 号・第 ２ 項 ２ 号）。従って，一般的な詐害行為
取消請求の要件としては不正確ではあるが，以下では，便宜上，受益者の悪意を要件
（④）と表示する。
㊴　判例は，対抗要件具備行為そのものは詐害行為取消しの対象とはならないとする（最
判昭和55年 １ 月24日民集34巻 １ 号110頁）が，偏頗行為の事案についてのものではない。
㊵　いずれも取消債権者側が，主張・立証責任を負うものである。
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てもよいはずであるところ（41），相続人の偏頗行為としてとらえると，反対に
要件が加重されることとなる。また，そもそも，無償で行為をしたのは遺言
者であり，その相続人ではない。そこで，以下では，遺言者の行為（遺贈）
を対象とする詐害行為取消しについて検討することとする。
⑵　被保全債権の存在（要件①）
　債権者による詐害行為取消請求が認められるためには，保全されるべき債
権（被保全債権）（42）が存在しなければならない。債権者は，その債権（被保
全債権）が債務者による詐害行為の前の原因に基づいて生じたものである場
合に限り，詐害行為取消請求をすることができる（民法424条 ３ 項）。従って，
将来の請求権や停止条件付きの債権なども，詐害行為前に債権の発生原因が
あれば，被保全債権となり得ることとなる。詐害行為前の原因に基づいて生
じた債権の債権者は，詐害行為前の債務者の一般財産を引当てとして取引等
の原因行為をしているのであるから，たとえ詐害行為後に当該取引から債権
が発生した場合であっても，債権者は，原因行為の時点における責任財産に
よる引当てを期待していたものと考えられ，詐害行為を取り消すことによっ
て責任財産を回復することについて保護に値する利益を有していると考えら
れるからである（43）。
　遺贈の目的財産が遺言者の責任財産から逸出するのは，遺言をした時では
なく，遺言者の死亡時である。また，遺言者は，いつでも，遺言の方式に従
㊶　例えば，ドイツの破産手続外債権者取消法（Gesetz über die Anfechtung von 
Rechtshandlungen eines Schuldners außerhalb des Insolvenzverfahrens）§５ は，「相続
人が相続財産から，遺留分請求権，遺贈または負担を履行した場合には，相続財産の破
産手続において，給付の受領者に優先するか同順位となる相続債権者は，相続人の無償
給付と同様に，当該給付を取り消すことができる」と定める。なお，同法は，「故意によ
る詐害行為」（§３ ）と「無償給付」（§４ ）とを別個の詐害行為類型として定めており，
無償給付については，債務者の故意や受益者の悪意を要件とすることなく，取り消し得
るものとしている。
㊷　債権者は，被保全債権が強制執行により実現することのできないものであるときは，
詐害行為取消請求をすることができない（民法424条 ４ 項）。このことは，遺贈を対象と
する詐害行為取消しについても，妥当する。
㊸　潮見・前掲注⑶754頁以下。
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って遺言を撤回することができる（民法1022条）。これらを考慮すると，遺言
者の死亡時までの原因に基づいて生じた債権の債権者は，遺贈の目的財産を
含む遺言者の責任財産を引当てとして取引等の原因行為をしており，原因行
為の時点における責任財産による引当てを期待していたものということがで
きる。そうであるとすると，遺贈を対象とする詐害行為取消しについては，
被保全債権は，遺言者の死亡時までの原因に基づいて生じたものであれば足
りる（遺言者の死亡時までの原因に基づいて生じたものでなければならない）
と解することができる（44）。
⑶　債権保全の必要性（要件②）
　債権者による詐害行為取消請求が認められるためには，債権者が自己の債
権を保全するために債務者の行為（詐害行為）を取り消す必要性がある場合，
すなわち，原則として，債務者が無資力である場合でなければならない（45）。
無資力とは，一般に，債務者に対する一般債権の総額が一般財産の総額を上
回ることと理解されている（46）。そして，債務者が，当該行為によって無資力
となったか，あるいは，無資力状態で当該行為をし，債権者が詐害行為取消
権請求をする時点（事実審口頭弁論終結時）にも無資力であれば，債権保全
の必要性があるものということができる（47）。
　遺言がなされただけでは，遺贈の目的財産は，遺言者の責任財産から逸出
㊹　書面によらない期限未到来（かつ未履行）の始期付贈与（各当事者が任意に解除する
ことができる［民法550条］）についても，同様に債務者の責任財産からの逸出時（期限
到来時）を基準とすることが考えられる。これに対して，書面による期限未到来の始期
付贈与など，未だ債務者の責任財産から逸出していないものの，債務者が解除権や撤回
権を有しないものについては，被保全債権の履行期などとの関係も考慮に入れた検討を
要するものと考える。
㊺　なお，債務者がした既存の債務についての担保の供与又は債務の消滅に関する行為を
対象とする詐害行為取消請求が認められるためには，その行為が，債務者が支払不能（債
権者が，支払能力を欠くために，その債務のうち弁済期にあるものにつき，一般的かつ
継続的に弁済することができない状態）の時に行われたものであることを要する（民法
424条の ３ 第 １ 項）。
㊻　潮見・前掲注⑶757頁。
㊼　詐害行為後に債務者の資力が回復したことは，受益者（ないし転得者）の抗弁である
（大判大正 ５ 年 ５ 月 １ 日民録22輯826頁）。
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しない。従って，債務者が無資力状態で，遺言（遺贈）をしても，債権者は，
なお当該遺贈の目的財産を差し押さえることができるのであり，詐害行為取
消請求を認める必要性はない。また，遺贈の効力が発生する時点（遺言者の
死亡時）に遺言者（相続財産）が無資力であり，相続財産が清算される局面
（相続人が限定承認をした場合など）については，債権者詐害的な遺贈に対
して相続債権者を保護する方策が，一応は用意されているということができ
る（二 ２ ．）。これに対して，遺言者が死亡し，その相続人が原則として一切
の権利義務を承継する（民法866条本文）結果として，相続債権者の相続債権
も受遺者の債権も，相続人の財産（相続財産と相続人の固有財産とが混合し
たもの）を引当てとする局面で，相続人が無資力であれば，相続債権者が，
債務者（遺言者）による遺贈を取り消さなければ，相続債権の満足を受けら
れないことがあり得る。もっとも，相続財産の状態は良好であり，相続人が
固有財産について債務超過であるといった場合には，相続をしてもなお相続
人が無資力であるとしても，遺贈（債務者の行為）の（効力発生）の結果と
して無資力となったということはできないし，無資力状態で遺贈（の効力が
発生）をしたということもできない。従って，遺贈を対象とする詐害行為取
消しについては，遺贈の効力が発生する時点（遺言者の死亡時）に相続財産
が無資力であり，かつ，相続財産を承継した相続人が無資力である場合に，
債権者（相続債権者）による債権保全の必要性があるということができるも
のと考える（48）。
㊽　相続財産が無資力であれば，要件②は一応満たされ，相続人の固有財産の状態は良好
であったことから，相続人は無資力とならなかった場合には，受益者（ないし転得者）
は資力回復の抗弁（前掲注㊼参照）として，その旨を主張することができることとなろ
う。
　　なお，Ａの行った遺贈が，Ａの相続人の遺留分を侵害する場合に（民法1042条・1043
条），Ａの債権者（相続債権者）Ｃが，遺留分権利者が有する受遺者に対する遺留分侵害
額請求権（民法1046条・1047条）を代位行使（民法423条）することが認められるとする
と（なお，最判平成13年11月22日民集55巻 ６ 号1033頁は，「遺留分減殺請求権は，遺留分
権利者が，これを第三者に譲渡するなど，権利行使の確定的意思を有することを外部に
表明したと認められる特段の事情がある場合を除き，債権者代位の目的とすることがで
きないと解するのが相当である」と述べる），詐害行為取消しとの関係が問題となるが，
これについては，本稿では立ち入らない。
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⑷　詐害行為（要件③）
　債権者による詐害行為取消請求が認められるためには，債務者が，債権者
を害することを知って財産権を目的とする行為をしたのでなければならない
（民法424条 １ 項・ ２ 項）。債権者を害する行為は，「財産減少行為」（処分行
為により責任財産から逸出した財産の価値と，それとの交換で責任財産に入
ってきた財産の価値とを比較して，責任財産の計数上の減少が認められるよ
うな行為）と「特定の債権者を利する行為」（偏頗行為）とに分類することが
できる（46）。これらの行為が，詐害行為にあたると評価されるためには，債務
者に詐害の意思がなければならず，行為の詐害性（客観的要件）と債務者の
詐害の意思（主観的要件）とは相関的に判断されることとなる。
　一般に，債務者の無償行為（財産を無償で処分する行為）は，詐害性の高
い行為であることから，主観的要件としては，債務者の認識（債権者を害す
ることの認識）で足りると考えられている（50）。これによると，遺贈を対象と
する詐害行為取消しについては，債務者が，いつの時点で債権者を害するこ
とを，いつの時点で認識していれば，この要件が満たされるのかが問題とな
る。遺贈は行為時（遺言時）には効力が発生せず，遺言者の死亡時に効力が
発生するものである。従って，債務者（遺言者）の詐害の意思（認識）は，
遺贈の効力発生によって債権者を害することを認識していることと解される
べきであろう（51）。そして，それは，一般的には，相続財産が無資力であるこ
とを認識していることで足りるものと考える（52）。また，遺言者は，いつで
㊾　潮見・前掲注⑶772頁以下。
㊿　中田・前掲注⑿246頁。無償行為の詐害性の高さに着目すると，債務者の主観は問わな
いという規律とすることも考えられるところである（ドイツの破産手続外債権者取消法
は，「無償給付」（§４ ）については，債務者の故意や受益者の悪意を要件とすることな
く，取り消し得るものとしている（前掲注㊶参照））が，わが国の民法は，そのような規
律を採用していない。
　勝本・前掲注⑾364頁は，「法律行為成立の時に於て，債務者が，予め其効力発生の時
期を予定し得，且つ，其時期に於て債権者を害するに至るべきことを知り居たる場合に
は，尚ほ取消権を発生せしめる」と述べる。
　相続人が固有財産について債務超過であるような場合に，遺言者はそれを知らず，相
続人の固有財産によって相続債権が弁済されることを期待して遺贈をしたとしても，要
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も，遺言の方式に従って遺言を撤回することができる（民法1022条）。死亡時
まで撤回自由であるにもかかわらず遺言を撤回しなかったことは，いわばそ
の時点（死亡の直前）に債務者が無償行為をしたのと同視することができ，
その時点で遺贈の効力発生によって債権者を害することの認識があれば，当
該遺贈は，詐害行為にあたると評価することができるものと考える（53）。
⑸　受益者の悪意（要件④）
　詐害行為によって利益を受けた者（受益者）が，債務者の行為が債権者を
害することを知らなかった場合には，債権者による詐害行為取消権請求は認
められない（54）。
　遺贈は行為時（遺言時）には効力が発生せず，遺言者の死亡時に効力が発
生するものである。従って，受益者が，遺贈が債権者を害することを知らな
かったとは，当該遺贈の効力発生によって債権者を害することについて善意
であることと解するべきである（55）。また，民法の条文の文言からは，受益者
の善意・悪意は，債務者の行為（詐害行為）の時を基準時として判断される
こととなりそうである。これについては，遺贈などの単独行為や行為時と受
益時とが異なる場合を考慮に入れるならば，民法の規定にかかわらず，受益
者の善意・悪意は，行為時ではなく受益時（詐害行為によって利益を受けた
件③は満たされ得ることとなる。なお，遺言者の期待通りに相続人の固有財産によって
賄われる場合には，要件②が満たされないこととなる。
　これに対して，書面による期限未到来の始期付贈与など，債務者が解除権や撤回権を
有しないものについては，期限が到来し効力が発生することによって債権者を害するこ
とを，債務者が行為時（贈与契約時）に認識していることを要するものと考える。勝本・
前掲注⑾364頁。
　債務者の無償行為は，詐害性の高い行為であることから，受益者の主観を問わないと
いう規律とすることも考えられるところである（民法（債権法）改正委員会の試案にお
いては，無償行為を対象とする詐害行為取消しについては，受益者が善意の場合にも詐
害行為取消しができることとする提案がなされていた（【 ３ . １ . ２ .13】。また，ドイツの
破産手続外債権者取消法は，「無償給付」（§４ ）については，債務者の故意や受益者の
悪意を要件とすることなく，取り消し得るものとしている（前掲注㊶参照）が，わが国
の民法は，そのような規律を採用していない。
　期限未到来の始期付贈与についても，同様に，当該贈与の効力発生（期限到来）によ
って債権者を害することについて善意であることと解するべきである。
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時）を基準時として判断されるべきであるという指摘が，従来からなされて
いたところである（56）。「受益時」の具体的な意味は明らかにされていないも
のの，遺贈の効力発生後，受遺者が，自らが当該遺贈の受遺者であることを
知った時であると解するのが妥当であるように思われる（57）。Ａが自己所有の
甲土地をＢに遺贈する旨の遺言をし，Ａが死亡すると，遺言の効力が生じ（民
法685条 １ 項），その遺言に基づく遺贈の効力が生じて，遺言者Ａから受遺者
Ｂに甲の所有権が移転するものの，その時点では，Ｂは自らが受遺者である
ことを知らないことがあり得るからである。
⑹　転得者の悪意（要件⑤）
　債権者は，受益者に対して詐害行為取消請求をすることができる場合にお
いて，受益者に移転した財産を転得した者（転得者）があるときは，転得者
が，転得の当時，債務者がした行為が債権者を害することを知っていたとき
に限り，転得者に対しても詐害行為取消請求をすることができる（民法424条
の ５ ）（58）。
　遺贈は行為時（遺言時）には効力が発生せず，遺言者の死亡時に効力が発
生するものである。従って，転得者が，遺贈が債権者を害することを知って
いるとは，遺贈の効力発生によって債権者を害することについて悪意である
　石坂音四郎『日本民法（第三編債権第一巻）［第七版］』（有斐閣・1615年）712頁，近
藤英吉他『注釈日本民法（債権編総則）上巻』（巌松堂・1634年）285頁，勝本・前掲注
⑾402頁，松坂佐一『総合判例研究叢書 民法⑺』（有斐閣・1657年）206頁，潮見・前掲
注⑶766頁。
　遺言者の生前から受遺者が，自らが当該遺贈の受遺者であることを知っていた場合に
は，遺言が撤回不能となった時点（遺言者の死亡時）が基準時となるものと解される。
　その転得者が受益者から転得した者である場合には，その転得者が転得の当時，債務
者がした行為が債権者を害することを知っていた場合に（同条 １ 号），その転得者が他の
転得者から転得した者である場合には，その転得者およびその前に転得した全ての転得
者が，それぞれの転得の当時，債務者がした行為が債権者を害することを知っていた場
合に（同条 ２ 号），「転得者の悪意」要件は満たされることとなる。なお，民法（債権法）
改正委員会の試案においては，転得者（転得者からの順次の取得者を含む）が無償で当
該権利を取得したときは，当該転得者の悪意を推定するという提案がなされていた
（【 ３ . １ . ２ .18】〈 ２ 〉。
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ことと解するべきである（56）。これによると，遺贈の目的財産の転得者が，転
得の当時，遺贈の効力発生によって債権者を害することについて悪意である
ときに限り，債権者は，転得者に対しても詐害行為取消請求をすることがで
きることとなる。
三　遺言信託を対象とする詐害行為取消し
１ ．問題の所在
　Ａが自己所有の甲土地を当初信託財産とし，Ｄを受託者として信託をする
遺言をし，Ａが死亡すると，遺言の効力が生じ（民法685条 １ 項），その遺言
に基づく遺言信託の効力が生じて（信託法 ４ 条 ２ 項），ＡからＤに甲の所有権
は移転する。当該遺言信託によってＡの債権者Ｃが害されることがあり得る
ことから，これを保護する方策を検討する必要性がある。
　遺贈については，相続債権者の受遺者に対する優先ルールが定められてい
る（二 ２ ．⑴参照）。遺贈と遺言信託とは，遺言による無償処分である点で共通 
していることから，相続債権者の優先ルールは，遺言信託にも妥当するもの
の，当該ルールの限界も等しく妥当することとなるものと考えられる。また，
受託者が対抗要件（60）を備えた遺言信託に対する相続債権者の保護は，対抗要
件を備えた受遺者に対する相続債権者の保護と同様に例外的な場面でのみ認
められるものと解される（61）。すなわち，債権者詐害的な遺言信託に対して
　期限未到来の始期付贈与についても，同様に，当該贈与の効力発生（期限到来）によ
って債権者を害することについて悪意であることと解するべきである。
　当該遺言信託を原因とする委託者から受託者への所有権移転登記。委託者の相続人と
受託者との共同申請による（不登法60条・62条）。なお，遺言執行者がある場合には，遺
言執行者と受託者との共同申請による（不登法60条）。赤沼康弘「相続における信託の活
用」信託フォーラム Vol. １ ，48頁は，遺言信託については，遺言の効力発生とともに，
指定された信託受託候補の引受けを確定させる必要があり，細部の取決めや信託財産の
引渡しも必要になるため，遺言執行者が必要となると指摘する。遺言信託を原因とする
所有権移転登記の記録例については，『不動産登記記録例集（平成28年 ６ 月 ８ 日法務省民
二第386号民事局長通達）』（テイハン・2017年）276頁参照。
　「情を知って」不当に弁済を受けた受遺者に対する求償（二 ２ ．⑵参照）と，受贈者
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は，遺贈に対するのと比較して，相続債権者の保護が特段あついという状況
にはないものということができる。従って，遺言信託を対象とする詐害信託
の取消しが認められる必要性はあるものと考えられる。
２ ．遺言信託を対象とする詐害行為取消しの規律内容
　信託法は，詐害信託の取消請求として，二つのタイプのものを定めている（62）。
一つは，受託者を被告とする詐害行為取消請求（信託法11条 １ 項）であり，
もう一つは，受託者から信託財産に属する財産の給付を受けた信託受益者を
被告とする詐害行為取消請求（同条 ４ 項）である。いずれも，「委託者がその
債権者を害することを知って信託をした場合に」，「受託者が債権者を害する
ことを知っていたか否かにかかわらず」（63），信託受益者が，信託受益者とし
ての指定を受けたことを知った時（受益権を譲り受けた者にあっては，受益
権を譲り受けた時）において，債権者を害することを知っていたときに限り，
「民法……424条第 ３ 項に規定する詐害行為取消請求をすることができる」と
いうものである。
　詐害行為取消しが認められるための一般的な要件のうち，④受益者の悪意，
⑤転得者の悪意については，信託法に特則が置かれているものということが
できる（64）。すなわち，受託者は，委託者から財産の処分を受ける者ではある
が限定承認者でもある場合について最高裁が示した考え方（二 ２ ．⑶参照）とが，遺言
信託についても問題となる。前者については，「情を知って」いたか否かは，遺言信託の
受託者ではなく信託受益者について，後者については，遺言信託の受託者ではなく信託
受益者が限定承認者でもある場合について，それぞれ妥当することとなろう。
　以下であげるものの他に，実質的に詐害信託取消請求と同様の機能を有するものとし
て，受益権譲渡請求（信託法11条 ５ 項）があるが，これについては，本稿では立ち入ら
ない。
　このことは，信託法11条 １ 項では明文で定められているものの，同条 ４ 項では明文で
定められていない。しかしながら，同条 ４ 項についても，同様であると理解されている
（寺本昌広『逐条解説　新しい信託法［補訂版］』［商事法務・2008年］61頁）。
　沖野・前掲注⑹85頁以下は，受託者から信託財産に属する財産の給付を受けた信託受
益者を被告とする詐害行為取消請求（信託法11条 ４ 項）については，信託受益者は，民
法上の詐害行為取消請求における転得者としての地位にあるものと理解することがきる
のに対して，受託者を被告とする詐害行為取消請求（信託法11条 １ 項）については，信
託受益者は，民法上の詐害行為取消請求における転得者と同視することはできず，これ
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ものの，信託財産について固有の利益を有する者ではないことから，詐害信
託の取消請求の要件として，受託者の主観は問われない一方で，実質的な利
益の帰属主体である信託受益者については，債権者を害することを知ってい
たことが，詐害信託の取消請求の要件として定められているのである。これ
らのことは，信託契約によって設定される信託だけでなく，遺言によって設
定される信託にも，等しく当てはまるということができる。なお，受託者の
主観は問題とならないことに加えて，信託受益者の悪意の判断基準時は，信
託受益者としての指定を受けたことを知った時と定められており，遺贈を対
象とする詐害行為取消しについて，遺言が単独行為であること，および，遺
言時とその効力発生時との間にタイムラグがあることを考慮して行った解釈
的な対応は，遺言信託については不要であると考えられる（なお，信託受益
者としての指定を受けたことを知った時とは，受益権取得後に知った時を意
味し，受益権取得前から知っていた場合には，受益権取得時〔委託者死亡時〕
が基準時となるものと解される）。
　また，詐害行為取消しが認められるための一般的な要件のうち，①被保全
債権の存在，②債権保全の必要性，③詐害行為（65）については，信託法に特則
は置かれておらず，詐害信託の取消請求の要件としても妥当するものと考え
られる。もっとも，遺言信託は，遺言によって設定されるものであることか
ら，個々の要件の具体的な内容については，遺贈を対象とする詐害行為取消
しに関するのと同様の考慮を要するものということができる。すなわち，遺
言信託を対象とする詐害行為取消請求については，被保全債権（要件①）は，
委託者（遺言者）の死亡時までの原因に基づいて生じたものであれば足りる
と解され，遺言信託の効力が発生する時点（遺言者の死亡時）に相続財産が
無資力であり，かつ，相続財産を承継した相続人が無資力である場合に，債
については，信託受益者の善意・無過失を詐害行為取消請求の消極要件とすることを維
持すべきであったという指摘を行う。
　詐害信託の取消しの対象は委託者のした信託である。もっとも，さらに，委託者のし
た信託行為そのものであるという見解と，信託行為中の財産処分行為であるという見解
とがあることについては，沖野・前掲注⑹76頁。
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権者による債権保全の必要性があるということができ（要件②），詐害行為
（要件③）については，債務者の無償行為であることから行為の詐害性（客
観的要件）は満たされ，詐害の意思（主観的要件）は，債務者（委託者）が
死亡直前に，遺言信託の効力発生によって債権者を害することを認識してい
れば足りると解されることとなる。
［後記］本稿は，公益財団法人トラスト未来フォーラムの主催する関西信託
研究会（第 ９ 期）における研究成果の一部であり，2016年 ５ 月頃に発行予定
の同財団研究叢書『資産の管理・運用・承継と信託』にも掲載される予定で
ある。
